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総事業費(執行ベース) 340 331 302
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使途の把
握水準・
状況

毎年、決算報告書が提出されている。UNEP及び国際環境技術センター(IETC)に関しては、運営経費について拠出を
行っており、　UNEP管理理事会や常駐代表委員会において、収支状況の報告が行われているほか予算案、活動計画
案が議論されることから、十分に実施内容を確認できる状況にある。

見直しの
余地

気候変動の緩和や生物多様性の保全等、国際的に協調して環境政策を推進する必要性はますます高まっている状況
にあり、途上国を巻き込んで環境政策を推進するＵＮＥＰの活動は引き続き極めて重要かつ有用なものであるところ、我
が国としても引き続き当該活動を支援していく必要がある。今後は、管理理事会や常駐代表委員会を通じる他、UNEP
事務局から使途や活動内容等について随時説明を求め、必要な指示を行うことにより、我が国拠出金がより有効に活
用されるよう努める。

23年度要求

予算額(補正後） 340 331 302 276 -

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

①国際連合環境計画拠出金（H16年度～）
→国連システム内外における環境関連活動の唯一の総合調整機関として、国際環境政策、環境に関する国際条約の
立案・推進・調整を行い、国際環境ガバナンスにおける機能強化を行うこと。
②国際連合環境計画国際環境技術センター(IETC)拠出金（H16年度～）
→上記①に加え、我が国に設置されている大阪及び滋賀事務所において、水質汚濁、大気汚染、廃棄物処理、湖沼集
水域管理等に関する途上国への環境技術の移転に関する事業を実施すること。
③国際連合環境計画アジア太平洋地域事務所拠出金（H20年度～）
→アジア太平洋地域における持続可能な開発にむけた優れた取り組みを試行的に行うショーケース事業を通して、モニ
ターと評価、知見と経験の共有に関する支援事業を行うこと。

実施状況

①第11回グローバル閣僚級フォーラム／特別管理理事会等を通し、生物多様性、グリーン経済、３Rと廃棄物管理、国
際環境ガバナンスについて閣僚級で議論を行うとともに、今後の各国が取るべき施策等についての共有を行った（平成
21年度）。
②大都市の環境管理、淡水湖沼水域の総合的環境管理に関する途上国への技術移転を通し、関連技術に関するデー
タベース作成、コンサルティングを行うと共に、途上国に対する研修等を実施している。
③対象プロジェクトの選定、モニターと評価を通し、プロジェクトの経過や結果の優れた点及び改善点等を解析し、さら
に効果的な運用のため、その成果や教訓を共有した（平成21年度）。

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度

執行率 100% 100% 100%

執行額

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

国際連合環境計画（UNEP）は国連のもとに設置された環境に関する問題を国際的かつ横断的に扱う組織であり、当該
活動を支援することにより、途上国を始めとする多くの国々における環境保全の取組等に対し国際的な貢献を行うとと
もに、我が国が培った環境分野の知識・経験・技術等の途上国への移転・普及等を推進する。

担当部局庁 地球環境局 担当課室 総務課国際ライン 調査官　吉中　厚裕

会計区分 一般会計 上位政策 地球環境の保全

事業番号 ０２０

　　　　　　　　　　  行政事業レビューシート　　　    　(環境省)

予算事業名 国際連合環境計画拠出金等
事業開始

年度
（※「事業概要」参照） 作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

第27回国連総会決議2997(XX VII)（1972年）、
UNEP管理理事会決定(16/34）及び設置行政協
定

関係する計
画、通知等

―



計 91 計 0

　

拠出金
国際連合環境計画国際環境技術
センター拠出金

91

B.国際連合環境計画国際環境技術センター D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 156 計 56

　 　 　

資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

A.国際連合環境計画 C.国際連合環境計画アジア太平洋地域事務所

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

拠出金 国際連合環境計画拠出金 156 拠出金
国際連合環境計画アジア太平洋
地域事務所拠出金

56

環境省

302百万円

【目的等】気候変動への対処、
生物多様性の保全、国際環
境ガバナンス等、国際的に協
調した環境政策を推進する。

A．国際連合環境計画

156百万円

②国際連合環境計画国際環
境技術センター拠出金

【内容】
国際連合環境計画国際環境
技術センターへの拠出金

B. 国際連合環境計画国際環

境技術センター

91百万円

①国際連合環境計画拠出金

【内容】
国際連合環境計画への拠出
金

C. 国際連合環境計画アジア

太平洋地域事務所

56百万円

③国際連合環境計画アジア
太平洋地域事務所拠出金

【内容】
国際連合環境計画アジア太
平洋地域事務所への拠出

【拠 出】 【拠 出】 【拠 出】


